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都道府県知事 市長 内、政令指定都市 特別区長 町村長
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43～46歳：
昭和46～49年

（1971～1974年）
第2次ベビーブーム

51歳：昭和41年
（1966年）（ひのえうま）

の出生減

71歳：
終戦前後における
出生減

68～70歳：
昭和22～24年

（1947～1949年）
第1次ベビーブーム

78歳：
日中戦争の動員による
昭和14年（1939年）の
出生減

（2016）

（2017）

女性雇用者の勤続年数は、男性に比べてなお短い
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男女賃金格差はわずかに縮小しているが、女性はなお男性の
73.4％

（一般労働者） 単位：千円

単位：年

238.8（115.5）

361.1（163.5）

163.0（100.5）

153.5（112.1）

88.2（136.4）

86.6（142.7）

83.6（24.4）

107.8（32.6）

悪性新生物と心疾患、肺炎による死が男女とも増加
2016年 （1980年） 単位：人口10万対
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配偶者間の傷害・暴行による妻の被害は9割以上

生活保護実人員数は男女ともに増加を続けている

単位：人（人口10万対）
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自殺者は前年から576人減った。7割が男性

2016年の強姦被害はなお989件、強制わいせつ被害は
5,941件

衆議院（下院）の女性議員割合は、193カ国中160位（列国議会同盟、IPU）
女性議員割合（下院）が、30％以上の国は49カ国

強姦被害件数（女性）（件数）

発生率（女性人口10万対）

強制わいせつ被害件数（女性）（件数）
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1,611

2.5

3,489

5.5

1993年
2,260

3.5

7,122

11.0

2000年
989

1.5

5,941

9.1

2016年

1985年 10.3 2000年 2015年13.0 12.9
児童のいる世帯の相対的貧困率

直近選挙での当選者女性割合は衆議院10.1%、参議院23.1％
2018年現在、衆議院465名中47名（10.1％）、参議院242名中50名（20.7％）

地方公共団体首長は、女性割合が１割以下：知事（6.4％）、特別区長（4.4％）、
市長（2.6％）、町村長（0.7％）で改善傾向が見られない　

2017年の地方議会の女性割合は、特別区（27.1％）―政令指定
都市―市－都道府県－町村（9.9％）の順に低下する

2017年

2010年
10.1

8.1

14.4

12.7

9.9

8.1
17.2

17.6

27.1

24.6

世界経済フォーラムの男女格差指数（GGGI）では日本は144カ国
中114位
UNDPのジェンダー不平等指数（GII）では日本は159カ国中
21位 （UNDP　2015年）

（世界経済フォーラム　2017年）

単位：％

単位：人（％）

単位：人（％）

単位：人（％）

単位：％

1990年 1,101 122,5752016年2000年 17,725

単位：件児童虐待相談件数は増加傾向にあり、12万件を越えた
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介護保険認定者は増加し続けており、女性は男性の2.2倍 単位：万人
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日本の総人口は2017年に1億2670万人

人口の年齢構成は壷型で、底辺が先細りしつつある人口ピラミッド
（2017年）
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今後、人口減少と高齢者の割合増加が予想されている
（2017年推計） 単位：万人（％）
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平均寿命は女性87.14歳、男性80.98歳で、男女差は約6.16歳

1世帯当たり人員数は減少し続けて2.33人

1970年 1990年 2.99 2.333.41 2015年

配偶関係別15歳以上人口の構成割合は、死別・離別の増加に
対応して、有配偶の低下傾向がある　　　　　　　　　　　　
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初婚年齢は高まり、年齢差は縮小した
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離婚件数は2002年が頂点（28万9,836件）。20年以上同居
者の離婚割合は増加した
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女性の就業者数は増加しているが、労働力率（15歳以上人口に
占める労働力人口の割合）は51.1%、男性は70.5%

単位：万人（％） 単位：万人（％）

（2017年）

大学で理工系を専攻する女性の数･割合は少ない
（理学、工学は自然科学系の例）　 単位：人（％）
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女性の労働力率は上昇しているが、M字型は残る

女性就業者の増加は、もっぱら女性雇用者の増加による
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民間企業（規模100人以上）の女性役職者の割合は長期的には
増えつつあるが低水準である    
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女性は、正規従業者の約30％、パートの90％、アルバイト
の約50％、非正規従業者の約70％を占める
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女性は男性に比べ事務、サービス従事者が多い
家事関連時間の男女差は依然として大きい（2006年、2016年）

6歳未満の子どもをもつ夫の家事・育児時間（1日当たり）は
83分で、他の先進国に比べて低水準にとどまっている
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4年制大学への現役進学率はともに上昇、但し、男性が高い
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合計特殊出生率は1.44。最低だった2005年1.26から回復
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注：家事関連時間は「家事」「介護・看護」「育児」「買い物」の合計

注：（　）内は健康寿命
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注：専＝専門的・技術的職業従事者，管＝管理的職業従事者，事＝事務従事者，販＝販売従事者，サ・保＝サービス・
　　保安職業従事者，農＝農林漁業作業者，生・その他＝生産工程、輸送・機械運転、建設・採掘、運搬・清掃・包装
　　等従事者 
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